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１．はじめに 

 
 我が国のような自然災害に見舞われやすい国において

は、堤防やダムのような防災インフラ、あるいは鉄骨ブ

レースやダンパーといった耐震補強設備が果たす役割は

大きい。このように、自然災害の被害を直接軽減するこ

とができる資本を防災資本と呼ぶことにしよう。防災資

本は防災投資によって蓄積されるが、この防災投資をい

かに行うべきかを考えるためには、災害の不確実性を考

慮した分析が必要になることは明らかである。 
 不確実性を考慮した防災投資の経済便益評価について

は、上田1)や多々納2）、小林・横松3）など、既に多くの

研究が蓄積されている。これらの研究は、個別の防災投

資の便益がその費用から見て妥当なものであるかどうか

の分析に主眼がある。 
一方、防災投資を行うためには、その費用の分だけ

国民の消費や生産要素への投資を犠牲にしなければなら

ないが、費用便益分析の枠組では、こうした問題を考慮

することは難しい。よって、国民総生産から見て無視で

きない規模の防災投資を考えるうえでは、つまり、国全

体でどれだけの防災投資を行うべきかを考えるうえでは、

単純な費用便益分析では限界が生じる。 
 また、防災資本は、被災時の資本への損害を軽減する

ことにより、長期的な資本の蓄積過程に、つまり経済の

成長経路に影響を及ぼす。しかし、費用便益分析は静学

的な分析であるから、防災投資のこのような効果も分析

することができない。 
 生産要素と防災資本への投資と消費のバランスや、防

災投資がもたらす経済成長への影響を分析するうえでは、

マクロ経済学の最適成長モデルが有用だと考えられる。

最適成長モデルを用いた防災投資に関わる既往研究には、

本間・多々納・岡田4）、鈴木5）があり、災害や防災投資 
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と経済成長の関係について分析が行われている。しかし、

これらの研究では、防災投資は操作変数として扱われて

おらず、最適な防災投資や防災インフラの整備水準につ

いての分析は行われていない。そこで本研究では、防災

資本と防災投資の役割を、生産要素と生産要素への投資

から明示的に区別したマクロ経済学の最適成長モデルを

考案し、動的な最適政策に関する分析を行う。 

 
２．モデルとその解法 

 
 本章では、モデルの一般形と、その数値的な解法につ

いて述べる。 

 
（１）モデルの前提および一般形 

 災害が毎期、一定の確率λで生じる閉鎖された地域を

想定し、地域内の人口や技術水準は通時的に一定とする。

また、災害は人的被害を及ぼさず、資本のみに損害を与

えるものとする。 
 時期（時刻）は離散的に扱い、t = 0, 1, 2, ...と整数の

値をとるものとする。 
 地域内の資本には生産要素と防災資本の2種類が存在

し、それぞれのt期の期首におけるストックをK(t), G(t)
で表す。 
 t期の地域内総生産は、K(t)にのみ依存し、生産関数

f(K(t))によって決定されるものとする。つまり、遊休設

備は生じないとしている。また、f(・)は、稲田条件 
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を満足するものとする。 
 t期の地域内総生産は、t期の消費c(t), 生産要素への投

資i(t), 防災資本への投資（防災投資）m(t)のいずれかに

支出される。消費と投資には非負制約が存在する。 
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 次に、生産要素と防災資本の遷移式を示す。 
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 ただし、φK：生産要素の減耗, φG：防災資本の減耗,  
ψK：災害発生時の生産要素の損害, ψG：災害発生時の

防災資本の損害である。 
 また、Δq(t)はポアソン過程q(t)から導出される確率変

数、 

     tqtqtq  1    (6) 

であり、確率λで1を、確率1-λで0を取る。Δq(t)が1を取

ったということは、t期において災害が生じたことを意

味する。 
 防災資本は、災害が発生しない場合、生産要素の蓄積

過程に何の影響も及ぼさない。しかし、災害発生時には、

その整備水準によって、生産要素と防災資本自身の損害

を抑えることができる。本研究では、このような防災資

本の特徴を表すψKとψGの関数形として、以下のような

ものを想定する。 

   KGKKGKK  ,    (7) 

   KGGGGKG  ,    (8) 

 ただし、ξK, ξGは以下の条件を満たす関数であり、災

害発生時に何割の生産要素と防災資本が失われるかを表

している。 

      0'',0',10  KKK     (9) 

      0'',0',10  GGG    (10) 

 条件(9), (10)の2つ目の条件は、防災資本が整備され

るほど資本の損害が少なくなることを表し、3つ目の条

件は、防災資本の整備水準が増すにつれて、防災資本が

損害を軽減する限界的な効果が少なくなることを表して

いる。 
 ξK, ξGがG/Kの関数となっているのは、生産要素の増

加に応じて、整備水準を高めることが求められる防災資

本を想定しているためである。例えば、堤防は整備され

た地区の周辺しか防御できないため、生産要素の増加に

対して（つまり、生産活動が広域となるほど）、整備す

る地区を増やさなければならない。また、地域全体では

堤防の整備に巨額の投資が行われたとしても、個々の地

区で均して見ると工事費が低く、堤防の質が低い場合に

は、洪水時の破堤の危険性が増す。こうした特徴を表現

するため、ξK, ξGをG/Kの関数としている。 
一方、ξK, ξGがGのみの関数の場合には、災害情報の

伝達システムのように、整備の効果が地域の全域にわた

るような防災資本を表すことができると考えられる。本

稿では前者のみを扱い、後者は対象としない。 
 以上の前提および制約条件の下で、代表的家計の無限

期間効用最大化問題、 
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を考える。ただし、ρ：割引率, u(・)：家計の1期間の効

用関数, K0：Kの0期の値, G0：Gの0期の値である。ま

た、Eは期待値を取る操作を表す。 

 
（２）モデルの数値的な解法 

 問題(11)の解法としては、動的計画法を用いた。ベル

マン方程式(12)を満たす関数V(K,G)を求めることにより、

t期の資本ストックの組み合わせがK(t),G(t)であるとき

の、最適な消費と投資の組み合わせc(t), i(t), m(t)は、式

(12)の右辺の最適化問題の解として求められるようにな

る。 
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 ベルマン方程式(12)を解く際には、Value Function 
Iterationを用いた6）。これは、V0(K,G)を適当に定め、

式(13)を用いてV1, V2, ...を求めていくと、最終的にVnが

式(12)の解に収束することを利用した手法である。 
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 計算機上では、関数VはKG平面上の離散的ないくつ

かの点における値としてしか表現できない。本研究にお

いては、0≦K≦100, 0≦G≦100を満たす整数の組

(K,G)で表される点における値として、Vを表現した。 
 計算過程においては、V(3.2,6.7)のような、計算機上

では表せていない点におけるVの値を、補間法により求

める必要がある。本研究では、単純かつ計算の容易な補

間法であるバイリニア補間を用い、式(14)により計算を

行った。なお、式(14)中の記号 は床関数を表し、

 x はxを超えない最大の整数を表す。 
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３．数値解析 

 
 本章では、数値解析を行うために行ったモデルの特定

化と、数値解析の実行結果および、そこを基にした考察

を述べる。 

 
（１）モデルの特定化 

 数値計算を行うにあたっては、具体的な関数形を設定

し、モデルを特定化する必要がある。本研究では、以下

のように設定を行った。 
 生産関数f(・)には、稲田条件(1)を満たす適当な関数

として、以下の関数を用いた。 

  5.0KKf      (15) 

 資本の減耗を表す関数には、生産要素・防災資本とも

に、減耗率一定の関数を用いた。すなわち、生産要素の

減耗率をδK, 防災資本の減耗をδGとするとき、 

  KKKK       (16) 

  GGGG       (17) 

となる。 
 災害発生時の損害を表す関数には、生産要素・防災資

本ともに、同様の関数形を用い、以下のように設定した。 

   KGKKKdGKK   exp,   (18) 

   KGGGGdGKG   exp,   (19) 

 すなわち、災害発生時に何割の生産要素と防災資本が

失われるかを表す関数ξK, ξGをそれぞれ、以下のように

設定した。 

   KGKKdKGK   exp   (20) 

   KGGGdKGG   exp   (21) 

 式中のパラメータdK, dGは防災資本の整備水準が極め

て低いとき、KとGの何割が被災により失われるかを表

す数値であり、災害の規模を表すものとして解釈できる。

条件(9), (10)より、0 < dK < 1, 0 < dG < 1である。 
 また、αK, αGは、被災時のKとGの損害が、防災資本

によってどれだけ軽減されるかを決定するパラメータで

あり、これらの値が大きいほど、被災時の損害は小さく

なる。これらのパラメータは、防災資本に関する技術水

準を表すものとして解釈できる。また、dGについても、

この値が小さければ防災インフラの耐久力が高いことを

意味するので、同様に防災資本の技術水準を表すものと

して解釈できる。 
 例えば、少ない工事費で高い耐久力を持つ堤防を作る

ことができるようになるといったことは、αKやαGを増

やすことや、dGを減らすことによって表現できる。 
効用関数には、相対的危険回避度一定の効用関数、 
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を用いた。σは家計の相対的危険回避度であり、σ=1.0の
とき、u(c)は対数効用関数ln(c)に収束する。 

 
（２）資本間のバランスと成長経路に関する考察 

 
a）基本ケースのパラメータ設定 

 パラメータを変えて数値計算を行った結果を比較する

場合、基準となるケースを用意すると便利である。そこ

で、次のようにパラメータを設定した場合を「基本ケー

ス」として設定する：δK=0.05, δG=0.025, dK=0.5, 
dG=0.5, αK=10.0, αG=10.0, σ=1.0, ρ=0.04, λ=0.1。 
 以下の3項では、この基本ケースの計算結果を基に、

最適な投資と成長経路について考察する。 

 
b）投資とストックの期待変分 

 図－１に示す二つのグラフは、基本ケースの計算結果

を基に描いたものである。これらを使うことによって、

生産要素と防災投資のバランスや、経済の成長経路を視

覚的に確認することができる。この章においては、これ

らの図を使って計算結果を考察する。 

 

 
図－１ 投資と期待変分の状態を表す図 

 
 図－１に示す二つのグラフは、双方とも0≦G≦50, 
0≦K≦50のGK平面を3つの領域に区切ったものである。

双方とも横軸がG軸、縦軸がK軸である。 
 図－１の左側のグラフは、最適な生産要素への投資i*

と防災投資m*の値によって、GK平面を分類したもので

ある。左上方向の三角形状の濃いグレーの領域は、m*



＞0, i*≦0となっている領域、右側に位置する台形状の

淡いグレーの領域は、m*≦0, i*＞0となっている領域、

濃いグレーの領域と淡いグレーの領域に挟まれた細く白

い領域は、m*＞0, i*＞0となっている領域である。 
 言い換えると、濃いグレーの領域では防災資本のみに

投資が行われ、淡いグレーの領域では生産要素のみに投

資が行われ、白い領域では双方の資本に投資が行われる。 
 図－１の右側のグラフは、最適な消費と投資を行った

場合の、生産要素の期待変分（E[K(t+1)-K(t)]により定

義する）と防災投資の期待変分（E[G(t+1)-G(t)]により

定義する）の値によって、GK平面を分類したものであ

る。すなわち、最適な消費と投資を行った場合の次期の

資本ストックの期待値が、今期の資本ストックと比較し

て大きくなるか、小さくなるかによって、GK平面が分

類される。 
 濃いグレーの領域は、E[G(t+1)-G(t)]のみが正の値を

取る領域であり、淡いグレーの領域は、E[K(t+1)-K(t)]
のみが正の値を取る領域、中間のグレーの領域は双方が

0以下の値を取る領域である。すなわち、図中において、

次期の資本ストックの状態の期待値が、今期の資本スト

ックの状態からどのように変化するのかを見るとき、濃

いグレーの領域では右下に向かって、淡いグレーの領域

では左上に向かって、中間のグレーの領域では左下に向

かって変化することになる。 

 
c）資本間のバランスに関する分析 

 左側の図に着目する。双方の資本に投資が行われる白

い領域を見ると、Kが増えるにつれてGも増える傾向が

あることがわかる。また、白い領域に比べて相対的に防

災資本が少ない、濃いグレーの領域では防災資本のみに

投資が行われ、白い領域に比べて相対的に生産要素が少

ない、淡いグレーの領域では生産要素のみに投資が行わ

れる。 
 すなわち、白い領域は生産要素と防災資本の整備水準

のバランスが取れている領域であり、それ以外の領域は、

どちらかの資本の整備水準が過大である領域であると解

釈できる。過大な整備水準の資本については正の投資は

行われない。 
 白い領域の面積は小さいことから、ここで設定したパ

ラメータについては、バランスの取れた資本ストックの

状態を保ちながら成長する経路は狭いと言える。 

 
d）成長経路に関する分析 

 右側の図に着目すると、この経済の資本ストックの状

態は最終的に、中間のグレーの領域の左下の点（以降、

期待定常点と呼ぶ）に行き着くことがわかる。ただし、

資本の状態遷移式にポアソン過程を含むため、厳密には、

期待定常点付近で資本ストックの状態が振動することに

なる。 
 原点の近傍が資本ストックの初期状態であった場合の

成長経路は次のようになる：まずは、K軸に沿って、つ

まり、防災資本が無い状態で経済が成長する。次に、濃

いグレーの領域と淡いグレーの領域の境界線に達すると、

今度はこの境界線に沿って、資本ストックの状態が期待

定常点に向かう。なお、この境界線は左側の図における

白い領域（双方の資本に投資が行われる領域）に含まれ

ており、原点近傍が資本ストックの初期状態である場合、

バランスの取れた資本ストックの状態を保ちながら経済

が成長していくことがわかる。 
 また、仮に資本ストックの状態がこの経路から外れ、

濃いグレーの領域や淡いグレーの領域に移ったとしても、

最適な消費や投資が行われる限り、またこの経路に復帰

することがわかる。よって、この成長経路は安定したも

のであることがわかる。 

 
d）他のケースとの比較 

 他のケースの計算結果においても、一部の例外を除き、

上述の領域の分類を行うと、細かい形状こそ異なるもの

の、図－１と同様の図が描かれた。例えば、図－２は、

モデルケースから、αKの値のみを2.5に変えた場合の図

であり、図－３は、同様にdKの値のみを0.125に変えた

場合の図である。 

 

 

図－２ αK=2.5のときの図 

 

 

図－３ dK=0.125のときの図 

 
 図－１と見比べると、各領域の大きさや形状は異なっ

ているが、その位置関係や、前2項で述べた考察につい

ては変化がない。これは後述の特別なケースを除く全て

のケースについてあてはまった。 
 結果に変化が見られた特別なケースの一例は、基本ケ



ースから、αKの値のみを0.625に変えた場合がそれであ

り、この場合の計算結果は図－４のようになった。なお、

左の図の右上に中間のグレーの領域が存在しているが、

これは双方の資本に投資が行われない領域である。この

領域はこのケースに特有のものではなく、全てのケース

で存在しているが、他のケースではK > 50の領域に存

在しているため、これまでの図には表れていない。 

 

 

図－４ αK=0.625のときの図 

 
 図－４を図－１から図－３と見比べたときの大きな違

いは、右の図の濃いグレーの領域と淡いグレーの領域が

接する部分がなくなることである。この場合、期待定常

点は、右の図の淡いグレーの領域と中間のグレーの領域

の境界線がK軸と交わる点になる。すなわち、原点近傍

から期待定常点に至る成長経路は常にK軸上に存在し、

防災投資は一切行われない。よって、先の節で述べた考

察のうち、成長経路に関するものについては、このよう

なケースでは当てはまらないことになる。 
 このようなケースは、防災資本の重要性が極端に低い

場合に発生すると考えられる。具体的には、防災資本に

よって生産要素を保護する技術の水準αKが著しく小さ

い場合、災害発生確率λが著しく小さい場合、災害の規

模dKが著しく小さい場合などである。 

 
（３）期待定常点の感度分析 
前章において使用した図を使う場合、防災資本の重

要性が極端に低い場合とそうでない場合とで、異なる図

が描かれることがわかった。ただし、期待定常点が1つ
しか存在しないということは、全てのケースで共通して

いた。そこで本章では、この期待定常点における経済の

状態に対して、モデルケースからパラメータを変化させ

て感度分析を行った結果のうち、何らかの示唆を得られ

たものについて紹介する。 
以降、表記の簡便化のため、期待定常点における生

産要素の整備水準、防災資本の整備水準、消費、Value 
FunctionをそれぞれK, G, c, Vと表す。 

 
a）αKを変化させた場合 

 モデルケースからαKのみを0.625～40.0の範囲で変化

させたとき、V, Gがどのように変化するのかを表した

のが図－５である。 

 

 
図－５ αKの変化に伴うVとGの変化 

 

 αKが大きいほどVは大きくなった。グラフ中には図示

されていないが、Kやcについても同様の傾向があり、

単調増加するグラフが描かれた。 
 これに対して、Gにはピークが存在することがわかる。

これは、αKが小さい場合には、防災資本を整備するメ

リットが小さく、防災投資が行われにくいこと、そして、

αKが大きい場合には、わずかな防災資本を整備するだ

けで高い防災効果が得られるため、防災投資が小額です

む（言い換えると、防災資本の整備にかける労力が少な

くて済む）ことが原因だと考えられる。 
 この結果から、防災技術が極めて低い水準から高い水

準へと移行していく社会を考えると、この社会では初期

のうちは、防災資本の整備にかける労力を増やしていく

が、防災技術がある一定の水準を超えると、防災資本の

整備にかける労力を減らしていくことになる。そして、

防災技術の水準が高くなるにつれて、社会に存在する生

産要素や、国民の消費水準は向上していくことになると

言える。 

 
b）αGを変化させた場合 

 モデルケースからαKとαGをそれぞれ単独で、1.25～
40.0の範囲で変化させたとき、Vがどのように変化する

のかを表したのが図－６である。 
 当然ながら、αGが大きいほどVは大きくなり、αGのみ

を増加させる場合は、K, cはもちろん、Gも単調に増加

した。αG=20, 40のときのVの値がαG=10のときよりもわ

ずかながら小さくなっているが、これは数値計算の離散

化の方法が粗いことによる異常値だと考えられる。 
 αKのみを変化させた場合とαGのみを変化させた場合

を見比べると、αGの増加によるVの増加は、αKのそれに

比べてかなり小さいことが分かる。特に、αG>αKになる

と、Vが全く増加しなくなることがわかる。 

 



 
図－６ αK, αGの変化に伴うVの変化 

 
 これは、防災資本がどれだけ災害に対して強かろうと、

生産要素を守る能力が低ければ、防災資本を整備するこ

との効果が得られないためだと考えられる。すなわち、

防災資本の技術の本質は、生産要素を災害から効果的に

守るための技術であり、その技術進歩が防災投資のメリ

ットの増加に最も寄与すると考えられる。 
 実際、モデルケースから、dG=0.975, αG=0.0に変えた

場合（すなわち、災害が生じると、防災資本が全壊して

しまう極端なケース）の計算結果を見ると、G=1.82で
あり、Vは25.1となる。このことから、仮に災害が生じ

ると大きく損壊してしまうような防災資本であっても、

生産要素を守る能力が高ければ、それを整備する意味は

十分あると言える。 

 
c）λを変化させた場合 

 モデルケースからλのみを0.01～0.2の範囲で変化させ

たとき、G, c, cdがどのように変化するのかを表したの

が図－７である。cdとは、期待定常点にある経済が被災

した場合の、次期における最適な消費を意味する。 

 

 
図－７ λの変化に伴うG, c, cdの変化 

 
 λが小さくなるほど、K, c, Vは大きく、Gは小さくな

ることがわかった。特に、λが極めて小さい場合

（λ=0.01）には、Gが0になるという極端な結果が得ら

れた。その結果、λ=0.01のケースでは、cdが他のケース

よりもかなり少ない。これは、たとえ災害の規模が大き

くとも（このケースでは、dk=0.5なので、防災資本が無

ければ、被災により生産要素の半分が失われる）、その

発生確率が極めて小さい場合には、防災投資を行って災

害に備えるよりも、高い消費水準を享受することの方が、

長期的な効用を高めるのに有利になるためだと考えられ

る。 

 
４．終わりに 

 

 本研究の成果は、生産要素と防災資本への投資と消費

のバランスをいかにコントロールするのが、長期的観点

から最適になるのか、そして、最適なコントロールの結

果、いかなる経済成長が実現されるのかを分析するモデ

ルを考案し、実際に数値解析を行うことによって、モデ

ルの特性や挙動を分析したことにある。 
 分析の結果、防災資本への最適な投資は、生産要素の

整備水準にも依存していること、最適な投資・消費を行

った場合に達成される経済の成長経路は安定なものであ

り、生産要素と防災資本の間にバランスの取れた状態を

保ちながら成長することが示唆された。この他にも、防

災資本に関わる技術、特に生産要素を災害から効果的に

守る技術が、最適な防災資本の整備水準を決めるうえで

大きな効果を持つことや、災害の規模が大きくとも、そ

の発生確率が小さい場合には、防災投資を行うメリット

が少ないといったことが示唆された。 
 今後の課題は、より現実に即したモデルとなるように

関数形を設定し、より実用性の高い示唆を得ることであ

る。 
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